
地方制度再編 と地方財政 「改革」

山 田 明

1.問 題の所在

2001年6月21日 に閣議決定され た 「今後の経済財政運営及び経済社会の構造改革に関す る基本

方針」、いわゆる骨太の方針の戦略は次のよ うである。 日本経済再生の第一歩 として不良債権問

題 を抜本的に解決 して、民営化 ・規制改革 をは じめ とした7つ の改革プ ログラムにより構造改革

をすすめる。 こうした国民に痛み をともな う経済の構造改革をつ うじて、「努力する者が報われ

る社会」、経済活性化の 「躍動の10年 」を到来させ る。 このよ うな 日本経済再生のシナ リオによ

り、「失われた10年 」か ら 「躍動の10年 」へ と向か うのか。1)

骨太の方針によれば、 日本経済の力強 さが失われてきたのは、公共事業 ・社会保障 ・地方行財

政の3分 野で非効率な部分が拡大 してきたことにある。それで方針は3分 野にターゲッ トを しぼ

って徹底 した歳出削減、,構造改革 をせ まっている。 とりわけ地域 と自治体、地方行財政にかかわ

る改革方向は、骨太の方針 の第4章 「個性ある地方の競争 一自立 した国 ・地方関係の確立」であ

る。この第4章 の論理は次のよ うに概括できる。国の過度の関与によ り、地方の個性が失われて

きた。地方が潜在力 を自由に発揮できる仕組みの実現に向けて、国 と地方にかかわ る制度の抜本

的な改革が必要である。 「自助 と自立の精神」に よ り、国に依存 しな くても 「自立 し得 る自治

体」の確 立、受益 と負担の関係 の明確化が もとめ られ る。 これまでの 「均衡 ある発展」か ら、

「個性 ある地域の発展」「智恵 と工夫の競争 による活性化」に転換 していく。そのために、地方

財政の健全化の取 り組み とともに、地方財政や地方制度の抜本的改革が課題 となる。

骨太の方針か ら1年 を経過 した2002年6月25日 、「経済財政運営 と構造改革 に関す る基本方針

2002」 が閣議決定 された。骨太の方針の2002年 版である。第4部 の歳出の主要分野における構造

改革の3に おいて、地方財政や地方制度にかかわ り次の方針が提示 された。 「国庫補助負担金、

交付税、税源移譲を含む税源配分のあ り方 を三位一体で検討 し、それ らの望ま しい姿とそ こに至

る具体的な改革案を、年 内を目途 に結論を出す。」「改革の受 け皿 となる自治体の行財政基盤の強

化が不可欠であり、市町村合併へのさらに積極的な取 り組みを促進する。 また、今後の地方行政

体制のあ り方、団体規模等に応 じた事務や責任の配分(例 えば、人口30万 人以上の自治体には一

層の仕事 と責任を付与、小規模町村の場合は仕事 と責任 を小 さくし都道府県などが肩代わ り等)

な ど、地方制度調査会にお ける調査審議を踏まえ、幅広く検討す る。」

こ うして構造改革 の名のもとに、三位一体 といわれ る地方財政改革 、市町村合併 を基軸に した

地方制度再編が強力に推進 されている。 これ らの改革は、戦後の地方 自治 ない し地方行財政シス

テムを根底か ら再編す るものであり、地域 と自治体サイ ドか らも改革をめ ぐる動きに注 目してい



く必要がある。そ こで本稿では、地方制度再編 と地方財政 「改革」の動向をフォローするなかで、

両者の関連に焦点 をあてて改革 をめぐる主な論点を検討 していきたい。

2.地 方制度再編 と市町村合併

2002年11月1日 、地方制度調査会の西尾勝副会長 は 「今後の基礎的 自治体 のあ り方について

(私案)」 を発表 した。 これは 「西尾私案」 とよばれ、地方制度再編をめぐる論議 に大きな波紋

を投げかけている。一定の人 口規模未満の町村を事実上 「解体」 させ る案であ り、わが国の地方

制度 を根底か ら再編成す るものである。 この西尾私案 と市町村合併を中心に地方制度再編を検討

してい くが、まずは地方分権 をめ ぐる動きを大まかに振 り返っておきたい。

1993年6月 に衆参両院で憲政史上は じめて 「地方分権の推進 に関する決議」が全会一致でなさ

れ、10月 には第3次 行政改革推進審議会の最終答 申で地方分権の立法化が提起 される。94年 には

地方6団 体が地方分権推進の意見書を提出す るなど、地方分権 に向けた諸団体の活動がつづき、

95年5月 に地方分権推進法が成立 した。 この法律は4章 および附則か らな り、第2章 で地方分権

の理念を次のよ うに提示す る。 「地方分権の推進 は、国と地方公共団体 とが共通の 目的である国

民福祉 の増進に向かって相互に協力す る関係にあることを踏まえつつ,各 般の行政を展開す る上

で国及び地方公共団体が分担すべ き役割 を明確にし、地方公共団体の 自主性及び自立性 を高め、

個性豊かで活力に満 ちた地域社会の実現を図 ることを基本 として行われ るもの とす る。」また総

理府 に地方分権推進委員会を置 くとし、具体的な検討作業がすすめ られ る。

地方分権推進委員会は96年3月 に 「分権型社会の創造」 と題 した中間報告 をとりまとめた。そ

のなかで注 目されたのが、「国と地方公共団体 を法制面で上下 ・主従 の関係 に立たせてきた機 関

委任事務制度を、 この際廃止 に向けて抜本的に改革する必要がある」 とした点である。その後5

回にわた り勧告が出され、それ をもとに地方分権一括法(地 方分権の推進を図 るための関係法律

の整備等に関す る法律)が99年7.月 に成立す る。地方分権一括法に至る地方分権 の潮流は、機 関

委任事務制度の廃止 に代表 され る国地方の関係 とともに、地方制度の再編 も重要な柱であった。

戦後の地方制度 は二層制 といわれ るように、都道府県 と市町村か ら構成 されている。 この二層制

の枠組みに風穴をあける問題が、戦前か らつづいた大阪.横 浜など5大 市による 「特別市制」運

動であり、暫定的な制度 として56年 に現行の政令指定都市制度がスター トする。2)

今回の 「分権改革」において、 こうした二層制をはじめ とした地方制度、市町村合併はどの よ

うに位置づけられていたのか。地方分権推進委員会の中心メンバーでもあった西尾勝は、次の よ

うに述べてい る。3)「今回地方分権論議 を始めるに当た りま しても、まず地方への分権 とい う総

論 においてみんな賛成なのだけれ ども、どの レベルの地方に分権するのが適 当なのかとい うこと

で意見がばらば らである」ので 「具体的な分権論議は全 く進 まないとい う事態に立ち至 るのでは

ないか とい うのが私が最 も強 く恐れていたことであります。」それで、「この種の受け皿論 をこの

際すべて棚上げすベ きであるとい うこと、そ して現在の都道府県、市町村 とい う二層の 自治制度



を基本的な前提に して、そ してそのもとで可能な分権 を徹底 して考えるべ きである」 とい うこと

を繰 り返 し強調 した。

市町村合併については、基本的な考え方は三つに分かれ るとす る。一つは 自主合併にあたって、

障害になるよ うなことは取 り除くとい う消極論である。第二に市町村の全面的な合併、統合 をす

すめるべきであるとい う議論である。第三に両説の中間の意見であ り、飴 をあたえるとい う形を

とってでも少 し合併を促進すべきでないか、とい う合併の支援説である。 「私 自身は どちらか と

言 うと、障害除去 をしていれ ばいいとい う消極説なのであ りますが、 しか し、いまの意見の大勢

としてはそれではとて もお さまらない状況であ ります。せめてこの中間説の、合併を支援する線

でなければ全体の合意はできない とい う雰囲気が、地方制度調査会においても内閣の地方分権部

会においてもあ りま した。 そ して、地方制度調査会の答 申も、内閣の地方分権部会 の専門員の取

りまとめた意見も、おおむねその線 に沿っているのであ ります。私 としては、市町村の全面的な

再編成 を阻止できただけで も一応 よ しとしなければいけないかな と感 じているところであ りま

す。4)」

これ までの地方分権 と市町村合併について、西尾私案の冒頭 でも次のよ うに指摘 されている。

「地方分権推進委員会における地方分権改革の議論は、当初、分権の受け皿 となる都道府県 と市

町村の二層制の枠組みには手 を着けないことを前提 としていた。国か らの権限移譲等を進 めるに

当たっては、当面、都道府県によ り重点 を置いて進めることとし、その うえで市町村への移譲 を

進めるとい う考え方であった。 しか しなが ら、具体的な地方分権 を進めていく中で、各方面か ら、

基礎的 自治体への権限移譲等を推進するとともに、これを実現す るためには、規模 ・能力を備え

た基礎的 自治体の体制整備 が必要である とい うことが言われるよ うになった。」 これ を踏まえて

合併特例法が改正 ・強化 され、99年8月 以降は、この枠組みのもとで 「自主的な」市町村合併が

強力に推進 されている。

2002年10月1日 時点の総務省調査によると、全国で法定合併協議会が129、 任意合併協議会が

153、 研究会ない し懇談会が385設 置 されている。12月1日 現在の市町村数は3217で あ り、研究会

ない し懇談会まで含 めてすべて合併す ると1237に 減る。政府与党の行財政改革推進協議会が掲げ

た 「市町村合併後の自治体数 を1000を 目標 とす る」 とい う方針 に近づ くことになる。市町村合併

を検討 している自治体が8割 を超 え、「平成の大合併」の動 きが加速 して きたが、その背景 には

合併特例法にもとづ く 「いたれ りつ くせ り」の支援策がある。

合併特例法、正式 には市町村の合併の特例に関する法律は1965年 に制定 された時限立法で、市

町村行政の広域化の要請に対処 し、市町村の合併の円滑化を図るため、関係法律の特例その他 の

必要な措置を定めることを目的 とした。 これまで10年 ごとに延長 されてきたが、95年 の改正で特

例措置が拡充 される一方、2005年3月 までの市町村合併に限って適用す るとして、特例法の期限

を明確 に区切った。そ して、99年 の第105回 国会で成立 した地方分権一括法 にお いて、合併特例

法についても大幅な改正がなされた。市町村合併をさらに強力に推進す るために、住民発議制度

の拡充、地方交付税や地方債の特例措置の拡充、地域審議会制度の創設、議員退職年金の特例の



創設などが新たに盛 り込まれた。地方分権一括法の施行期 日は2000年4月1日 だが、合併特例法

の改正部分については、原則 として99年7月 の公布 と同時に施行 された。合併特例法は2002年 に

も再び改正 される。

表1　 市町村の合併の推進についての要綱による 「合併パターン」



表2　 合併後の人口規模等に着 目した市町村合併の類型



先に西尾勝が99年8月 以降、自主的な市町村合併が強力に推進 されているとしたのは、この改

正合併特例法の施行が念頭にあると考 えられ る。旧自治省(現 総務省)は 改正合併特例法の施行

直後に、 「市町村 の合併の推進 についての指針」を策定 した。指針では都道府 県に2000年 中ので

きるだけ早い時期に、市町村合併推進についての要綱作成 をもとめ、すべての市町村 を視野に入

れた合併パ ターン、線引き案の作成 を指示す る(表1)。 この要綱によると、た とえば岐阜県 は

現在99市 町村であるが、最多で22、 最少のケースでは5市 町村に減るパ ターンが示 され た。都道

府県が市町村合併の 「旗振 り役」 として期待 され、国と府県主導の 「上か らの」合併をめざす こ

とになる。

具体的な合併パ ター ンの参考資料 と して、 「合併後 の人口 規模等 に着 目した市町村合併の類

型」を示 している。表2の ように人口 規模 と しては、指定都市 と関連する50万 人超、中核市や特

例市に相当する30万 人 ・20万人程度、広域市町村圏の設定基準にあたる10万 人前後、市制施行要

件である5万 人前後、そ して1～2万 人程度 の5類 型 に区分 される。保健福祉、学校教育といっ

た基幹的な行政サー ビスの適切 ・効率的な提供のためには、少な くとも1～2万 人程度 の人 ロ規

模が期待 され るとした。それ以下の小規模 町村は、存在 自体が非効率 とされる。 これは西尾私案

な どその後の各種提案に引き継がれ、具体化 されていく。

西尾勝は市町村合併の基本的な考 え方を3つ に分けて説明 したが、市町村合併特例法を 「自主

合併に当たって障害となることは取 り除いた らいい」 とい う一番消極的な考え方に立っていると

述べている。改正合併特例法が施行 された99年8月 以降 も、こうした位置づけでよいのか、手厚

い財政支援策か ら合併特例法を検証 してみ よ う。現在 、合併特例法にもとづく市町村合併推進に

向けた財政支援策 は、次の3点 にま とめ られ る(図1参 照)。

第1に 、地方交付税による措置 として 「合併算定替」な どがある。市町村が合併 して人口規模

が大 きくなると、1人 当りの基準財政需要額が小 さくなって交付税が減 る。それで合併推進のた

めに、合併後10年 間は合併前の市町村 ごとに普通交付税 を算定 し、そ うして積み上げた額 を合併

後の普通交付税額にできることに した。10年 後の5年 間も規模 を縮減 しなが ら暫定的な算定がつ

づけられ る。特別交付税について も、合併準備 ない し移行に対す る特別の措置がある。

第2に 、市町村建設計画にもとづいて実施 され る事業に対す る地方債の特例、合併特例債 によ

る財政措置である。 こちらは 「合併算定替」よ り積極的な支援策 といえる。合併特例債 は合併特

例法の99年 改正で新設 されたもので、その事業には3つ の類型がある。 「合併市町村 の一体性の

速やかな確立を図るため又は均衡 ある発展 に資するために行 う公共的施設の整備事業」 「合併市

町村の建設を総合的かつ効果的に推進するために行 う公共的施設の統合整備事業」、それ に合併

にかかわる地域振興のための基金積み立てである。 これ らの事業のなかでも目立つのが、旧市町

村間の道路や橋 りょう、 トンネルな どの整備事業である。

合併特例債は合併後10年 にわた り、事業費の95%ま で充当でき(上 下水道 ・病院事業にかかわ

る出資および補助 は100%)、 その元利償還金 の70%に ついて後年度に普通交付税の基準財政需要

額に算入 され る。それ と2002年 度の改正か ら導入 されたのが、市町村合併推進事業である。合併



重点支援地域において、関係市町村が広域的におこな う公共施設の整備事業に地方債 を90%充 当

でき、その元利償還金の50%が 交付税措置 され る。また、合併重点支援地域において都道府県が

お こな う交通基盤関係施設の整備事業について、計画策定後10年 は地方債 を90%充 当でき、 これ

も元利償還金の50%が 交付税措置 され る。

図1　 財政措置のイメ-ジ

○合併算定替

合併年度及びこれに続く10か年度について合併しなかった場合の普通交付税を全額保障し、その

後5か 年度で増加額を段階的に縮減させる。

(11年目以降は段階的に縮減)

○市町村合併特例事業

合併後10ヵ 年度は合併市町村の一体性の速やかな確立等のための公共施設の建設事業(上 下水道

・病院事業に係 る出資及び補助 を含む。)及 び基金造成事業に対 して所要の財政措置を講 じてい る。

○ 市町村合併推進事業

・市町村事業

・合併重点支援地域において関係市町村が広域的に行 う公共施設の整備事業に対 して所要の財政措

置を講 じている。

・都道府県事業

合併重点支援地域において都道府県が行う交通基盤施設の整備事業に対 して所要の財政措置を講

じている。



第3に 、合併推進のための補助制度である。99年 の合併特例法改正に ともない2000年 度予算か

ら導入 されたもので、「昭和の大合併」で も威力を発揮 した国策合併推進の強力な手段 である。

市町村建設計画の作成 にかかわる経費を措置する合併準備補助金(1団 体に一律500万 円補助)、

市町村建設計画に位置づけ られた経費に措置す る合併市町村補助金(人 口規模に応 じて補助)な

どがある。

こ うした 「いたれ りつ くせ り」の財政支援策には、経済界か らも批判が出され る。経済同友会

は2002年4月12日 に 「市町村合併の推進に向けての緊急提言」を発表 した。提言のなかで、すで

に政府 による合併支援措置は十分に用意 されてお り、これ以上の拡充はすべきでない とした。合

併特例債の発行だけでも10年 間で最大20兆 円におよび、合併に ともな う財政負担は膨大なものに

なると警告 した。5)

政府与党も財政支援策 をは じめとした特例措置にとどまらず、新たな合併誘導策の検討に入 っ

た。 自民党を中心に優遇策は国費投入のわ りに成果が乏 しく、「カネでの誘導 は限界」 との声 も

出され るよ うになる。6)自民党の地方行政調査会 ・地方 自治に関する検討プロジェク トチー ムは、

12月12日 に次のような中間報告をとりま とめた。現行の合併特例法は延長せず 、いちだん と強力

に合併を推進する。合併推進策を講 じた後、なお残 る例 えば人 口1万 人未満の小規模市町村 につ

いては、 「通常の市町村に法律上義務づけ られた事務の一部を都道府県又は周辺市町村が実施す

る仕組み とすること等の方策について、 こん ごさらに検討す る。」 これ ら小規模市町村 について

は、地方交付税の割増 し措置等あ り方 を含 めさらなる縮小について検討する、などの課題 を提起

した。

この自民党のプロジェク トチームの中間報告は、冒頭に紹介 した西尾私案 とかな り共通す るも

のがある。西尾勝は2001年11月12日 に岐阜県多治見市でおこなった講演記録で次の ように述べて

いた。 「平成17年3月 までに合併 が進 まなかった ら、このまま収まるのだろ うか。国会の先生方

の雰囲気か らい うと、収ま らない ような気がす るのですね。…鞭をふるえとい う話な どは飛び越

えて、強制合併をすべ きではないか、強制合併 をさせて何が悪いのだ とい う議論にまでい くので

はないで しょうか。7)」そ して合併か ら取 り残 された町村について も、所掌事務の範囲な どによ

る町村の区分、県に権限を取 り上げて しま う可能性 などを指摘 している。こ うした市町村 と都道

府県の関係 とい う問題が、第27次 地方制度調査会の中心テーマになる。

2002年7月1日 の第27次 地方制度調査会第3回 総会は、審議事項案(基 礎的 自治体、大都市、

都道府県、地方税財政などのあ り方)に 関す る論点整理をお こなった。 とくに基礎的 自治体のあ

り方にについて、「見直 し後においてもなお小規模市町村が担 う事務や組織のあ り方」、小規模市

町村の区域における事務処理、基礎的 自治体内の地域組織等などの論点が示 された。 こうした経

過を経て、11月1日 の第10回 専門小委員会で西尾が 「今後の基礎的 自治体のあ り方 について」 と

い う議論 のたたき台を私案 として発表 したのである。

西尾私案における基礎的自治体の具体的イメー ジ、再編成のあり方のなかで、とくに重要 と思

われ る点を抜 き出 してみ よ う。 「今後の基礎的 自治体のあるべき姿 として、 自治体経営の観 点か



ら、一定の規模 ・能力が必要である。 これを、例 えば、現在の市が処理 している事務を処理でき

る程度の もの としては ど うか。」「人口 ○○未満の団体 を解 消す ることを 目標 とすべ きではない

か。」 「現行の合併特例法の失効後は、…都道府県や国が当該人口 規模未満の市町村の解消を目指

して財政支援策によ らず合併 を推進する方策 をとるもの とす る。」そ して一定期間後のあ り方 と

して、事務配分特例方式 と内部団体移行方式の二つをあげる。前者は 「法令による義務付 けのな

い 自治事務を一般的に処理す るほか、窓口 サー ビス等通常の基礎的 自治体に法令上義務付 けられ

た事務の一部を処理するものとす る。」後者 は包括団体移行方式 ともされ 、「他の基礎的 自治体へ

の編入 によ りいわば水平補完 され ることとする。」

こ うして西尾試案は、町村制 を廃止 して市制に地方制度 を再編す るものであ り、各界各層か ら

大きな波紋をよぶ ことになる。8}山 田公平論文 「市町村合併の歴 史的考察」では、現在進行 中の

市町村合併や地方制度再編を次の ように歴史的に総括 してお り、西尾私案に至る流れをとらえる

うえで参考になる。 「戦後の町村合併は、町村規模 の拡大か ら出発 し、市町村合併 として進行 し

た後、ついに全市町村を対象 とした合併にた どりつき、基礎 自治体 を、自治体の権限によってラ

ンクづけられた階層体系へ編成す ることを目的とするにいたったのである。明治以来の町村合併

が、このよ うに最終的に自治体の都市を機軸 とす る階層体系化 をつ くりだ していく経過は、合併

による地域の階層的構成の変化 をもた らし、それが、政府官僚 ・経済界の地域支配 を強化 してい

く根拠になっていった。9)」「平成合併の 自治体の都市階層体系化構想は、 日本社会をいっそ うの

中央集権的な上か らの発展に向けるものであり、これ に対 して人 口規模が多様 な自治体が、いず

れ も基礎 自治体 として水平的な平等性にたって、それぞれ に可能な地域発展 を追求 してい くこと

は、 日本社会に分権的でボ トムア ップな発展を可能にするのである。10)」

3.地 方財政 「改革」をめ ぐる動 き

経済財政運営 と構造改革に関す る基本方針2002は 、今後 の地方行政体制 ととともに、地方行財

政改革について も検討方向を示 している。国庫補助負担金 、地方交付税 、税源移譲を含む税源配

分のあり方を三位一体で検討 して改革案 をまとめるもので、経済財政諮問会議 ・地方分権改革推

進会議 ・地方制度調査会などで検討がすすめ られ る。

総務省の 「制度 ・政策改革 ビジ ョン」によると、地方税財政制度改革の方向は次の ようである。

基本的な考え方 として、歳入 ・歳出両面で地方の自立性 を向上 させ、受益 と負担を明確化するこ

とである。具体的な進め方 としては、国庫補助負担金 ・税源移譲 ・地方交付税で三位一体の改革

を推進する。地方税中心の歳入体系とするため、国から地方への税源移譲等により、国税 ・地方

税1:1を 実現 して、歳出規模 との乖離を是正する。国か ら地方への税源移譲 の実施案は図2の

ようである。税源移譲にともな う地方団体間の財政力格差の拡大に対応 した財源均てん化の方策

について総合的に検討す る。

こうした総務省の ビジョンの ようには、地方行財政改革はすすんでいない。厳 しい国の財政状



況のもとで、 とりわけ財務省 が地方への税源移譲に強い難色 を示 している。11月20日 の経済財政

諮問会議 に提出された塩川財務相の 「地方の 自立のための改革に関す る基本的考え方」は、財務

省の地方財政改革に対する考えをよく示 している。地方交付税は、地方の収支尻を補てんする機

能(財 源保障機能)を 有 している。 これが、地方が負担感なく、行政サー ビスを拡大できる仕組

み となっている。地方 自治体が国への財政的依存か ら脱却す るため、財源保障機能の廃止 ・縮減

を図ってい くことが必要である。税源移譲を含む税源配分の問題については、国庫補助負担金の

廃止縮減の状況、交付税 の財源保障機能の見直 し、国と地方の財政事情等 を総合的 に勘案 して、

そのあ り方について検討 をすすめる。総務省 と財務省の考え方の違いは、各種審議会の議論にも

反映 してい る。三位一体の改革に焦点をあてて、各種審議会の議論や報告 ・意見を概観 していこ

う。

図2　 国か ら地方への税源移譲の実施案



・地方分権改革推進会議 「事務 ・事業の在 り方に関す る意見」(10月30日)

本意見は、国 と地方の役割分担に応 じた事務事業の在 り方についての結論 を示す ものである。

6月 の中間報告をベースに、国の関与を大幅に縮減す ることによ り、国庫補助負担金の廃止 ・縮

減の方向を提言 している。 具体的には、教育 ・文化、公共事業、社会保障、産業振興、治安その

他の5分 野別に135項 目の見直 しの指針を打 ち出 した。最大の焦点であった義務 教育費国庫負担

金については、総額5000億 円を一般財源化す るように求めている。ll)

今後、当会議の審議は次の段階に移行する。本意見で示 した国 と地方の役割分担にもとづき、

また年末までに取 りまとめ られ る国庫補助負担事業の廃止.縮 減 についての政府の方針 を踏まえ、

国と地方の税財源配分の在 り方について、基本方針2002に 示 されているとお り国庫補助負担金、

地方交付税交付金および税源移譲 をふ くむ税源配分を三位一体で検討 してい く。 あわせて、地方

行財政改革の推進等行政体制の整備 についても、すべての市町村 において市町村合併に向けた真

剣な検討がお こなわれ、具体的な成果につながることを期待す るとともに、新たな行政体制の在

り方を検討する予定である。

・財政制度等審議会の意見(11月20日)

構造改革 とは 「保護 ・救済型」の制度か ら 「自立支援型」の制度へ と転換 してい く作業であ り、

とりわけ国の財源保障をつ うじて、過度 に国に依存 している地方の自立を高め、真の地方分権 を

確立す ることが課題である。

地方財政制度については、「自立支援型」へ と改革をすす めてい く視点が もとめられ る。国が

地方歳出に関与する一方で、地方 交付税が地方財政計画の歳出の財源を保障する仕組みは、増加

する地方歳出の裏づけ とな り、地方の自立性を弱めている。地方の財政運営にモ ラルハザー ドを

もたらしている地方交付税の財源保 障機能 を廃止 し、税収の偏在にともな う財政格差 を是正す る

機能(財 政調整機能)に 限る仕組みにすることにより、地方財政における受益 と負担の関係 を明

確化 していくことが必要である。国 と地方の税源配分の見直 しは、財政構造改革 との整合性を踏

まえ真 しに検討すべき問題である。

・地方制度調査会 「当面の地方税財政措置 に関する意見」(11月29日)

地方交付税については、財源保障機能 をめぐって様 々な議論がおこなわれているが、財源保障

機能は、国が内政の大半を地方公共団体に委ね、法令等による基準の設定や国庫補助負担金制度

をつ うじて一定の行政水準の確保 を求めているしくみ と不可分の関係にある。また、財源調整機

能 と一体 として、財政力の差にかかわ らず、地方公共団体が必要な行政サー ビスを供給すること

を可能に している。 したがって、国が地方公共団体に一定の行政水準の確保 を求める基本的な し

くみが存続する以上、地方交付税をつ うじた財源保障は堅持 しなければな らない。

地方交付税の総額については、三位一体の改革のなかで、国庫補助負担金の廃止 ・縮減額、税

源移譲規模等に対応 して見直 され るが、その場合、税源移譲等による地方税の拡充により、地方

交付税は量的に縮小することはあっても、税源移譲にともない地方公共団体間の財政力格差が拡

大す るなかで、地方交付税の担 う財政力格差の是正機能の必要性はむ しろ高まることとなる。



・地方財政審議会 「平成15年 度の地方財政についての意見」(12月6日)

当審議会 としては、この(三 位一体)改 革を通 じ、歳入面において、国から地方への税源移譲

等により、地方歳入に占めるウェイ トを高め、国庫補助負担金や地方交付税への依存を縮小 して、

地方税中心の歳入体系 を構築す るとともに、歳出面においては、国庫補助負担金や法令基準等に

よる地方歳出への国の関与を廃止 ・縮減 し、地方の行財政運営におけ る自主性 ・自立性 を高めて

い くことが重要であると考える。

地方交付税の財源保障機能について様々な議論がお こなわれているが、地方交付税は財源保障

と財源調整の二つの機能 を一体 として果たす仕組みであ り、地域間の税源偏在が散在するなかで、

国が地方公共団体に一定の行政水準の確保 を求める仕組みが採 られている以上、地方交付税によ

る財源保障 と財源調整は不可欠であ り、両機能の うち財源保障のみを廃止するという考え方は採

りえないものである。三位一体の改革の推進 にあたっても、こ うした地方交付税の役割 の重要性

を十分踏まえることが必要である。

三位一体の改革のなかで、地方交付税の総額については、税源移譲等による増収規模、国庫補

助負担金の廃止 ・縮減 による減収規模に対応 した見直 しがお こなわれ ることになるが、税源移譲

等による地方税の拡充に より地方交付税は量的には縮小することとなろう。一方、税源移譲に と

もなって地方公共団体間の財政力格差はむ しろ拡大すると考 えられることか ら、地域間の財政力

格差 を是正す る機能に関 しては、その重要性が高まる方向に留意が必要である。

4.若 干の論点整理

こうして三位一体の地方財政改革 といって も、実態 は税源移譲なき国庫補助負担金 ・地方交付

税 の縮減 とい う方向が明確になってきた。地方 自治体に負担を転嫁 して、国の財政再建をはか る

財務省サイ ドの戦略で事態が動きつつある。それが市町村合併や地方制度再編の動きに拍車をか

けている。

現在、三位一体の地方財政改革のあ り方、すすめ方が焦点になっている。それは 「構造改革」

の評価に直結す る問題でもある。最大の焦点は、地方交付税 を中心にした財政調整制度であろ う。

地方交付税 は市町村合併推進 と地方制度再編にとっても、アメとムチの両面から重要 な役割 を果

た している。

神野直彦 は地方分権推進委員会の最終報告 と骨太の方針を対比 させ て、次のように問題 を提起'

している。藍2)最終報告は垂直的財政調整で基幹税の税源移譲 とともに、水平的財政調整の重要性

を強調 している。 ところが骨太の方針では、まず水平的財政調整である地方交付税の削減が唱 え

られ る。両者 とも税源移譲 をかかげるが、最終報告では税源移譲、骨太の方針では交付税の縮減

がは じめにあ りきなのである。 これは最終報告が 「自己決定 ・自己責任」なのに対 して、骨太の

方針が単に 「自己責任原則」の確立を主張 しているか らだ。垂直的財政調整を後回 しにす る骨太

の方針 は、論理 を転倒 させている。論理を転倒 させれば、 ヴィジ ョンを描けない。地方分権が



「ゆ とりと豊か さめ実感できる社会」をめざすのに対 し、骨太の方針のめざす社会が見えてこな

いの も、そのためである。

最終報告 と骨太の方針 の違いは、交付税の見直 しにも見 られ る。最終報告では交付税が地方財

政の 自己決定権を奪わないように、つま り交付税が補助金的性格を備 えないようにするために事

業費補正の見直 しを求めてお り、税源移譲に ともな う交付税の財政力格差是正機能の重要性 を認

めている。 ところが、骨太の方針では小規模な地方政府 への交付税配分を減少 させ る段階補正の

見直 しを求めている。

こうした指摘は三位一体の改革、 とりわけ交付税改革を考えるうえで示唆 に富む。事態は骨太

の方針が 目ざす方向に展開 しつつある。税源移譲 を先送 りにして、地方交付税を縮減す る方向が

ますます明確 になってきた。地方交付税の見直 しは、2002年 度か ら本格的に実施 されている。

第1に 事業費補正の見直 しであ り、公共事業にかかわる地方負担の引き上げをね らう。単独事

業については、 とくに地域総合整備事業債の廃止が重要である。地域総合整備事業債 は最高90%

の起債充当率、30%か ら50%に お よぶ交付税措置 とい う 「おい しい借金」であり、 自治体をハ コ

物づ くりに駆 り立ててきた。交付税の補助金化=ひ もつき化を象徴す るものであった。今回それ

を廃止 して、都市再生な ど重点7分 野の 「地域活性化事業」に衣替え して、「合併推進事業」 と

「防災対策事業」が創設 された。事業費補正の見直 しと関連 して、「合併推進事業」が新たに導

入 されたことは注 目され る。

第2に 、小規模な自治体ほど影響が大 きい段階補正の見直 しである。人 口の少ない 自治体は、

人口 の多い 自治体に比べて1人当 りの経費が割高になる。そのため段階補正 とい う方式によ り、

小規模 団体ほど1人 当 りの需要額の単価 を割 り増 している。具体的には人 口10万 人を標準団体 と

して、い くつかの人 口段階 ごとに割増率を算出する。市町村分の段階補正は、98年 度か ら人 口

4000人 未満の団体の割増率を一律にする措置が とられてきた。対象費 目は商工行政費、消防費、

保健衛生費、社会福祉費な どに拡大されてきた。 この見直 し措置によ り、人 口1000人 規模の村 で

は、4年 間に合計6000万 円の交付税が削減 された。今年度か らは人口5万 人未満の市町村を対象

に して、段階補正が平均 して3分 の1余 り圧縮 される。 この影響を うけるのは、全市町村の85%

におよぶ。3年 間の圧縮額は、人口1000人 規模 で2400万 円、4000人 規模 で5500万 円、3万 人規模

で3000万 円になる。 とりわけ人 口規模が小 さく、財政力の乏 しい町村にはかな りの痛手 となるで

あろ う。

地方交付税 の見直 しのなかで も、市町村合併や地方制度再編に直接かかわるのが段階補正であ

る。2002年 度か ら本格的に始まった段階補正の見直 しは、小規模町村の息の根を止 めかねない。

政府 ・与党は年末、市町村合併促進を目的に、小規模 自治体への優遇措置など交付税制度を見直

す方向で検討に入 った。見直 しでは段階補正をなくす案が有力 とい う。13)地方制度調査会は2003

年5月 をめどに中間報告をま とめるが、政府 ・与党はこれ を受けて地方交付税制度の見直 しを含

めた本格的な協議を行い、基本方針を固める方針である。

段階補正 とな らんで重要なのが、交付税の財源保障機能をめぐる論議である。財政制度等審議



会や 財務 省 は、地方 自治 体が 国へ の財 政 的依 存 か ら脱 却す るため 、財 源保 障機 能 の廃 止 ・縮 減 を

求 めて い る。財 源保 障機 能 は地方 自治体 の財 政運 営 にモ ラルハ ザー ドを もた らしてお り、交 付税

は財 政調 整機能 に 限 る仕組 み にすべ き とす る。 しか し、地方制 度調査 会や 地方財 政審 議 会が 指摘

す る よ うに 、財 源保 障機 能は地 方 自治体 が一 定 の行 政 サー ビス を実施 す る うえで不 可欠 で あ る。

交付 税 は財 源保 障 ・財 政調 整 とい う2つ の機 能 か ら成 り立 ってお り、一方 を廃 止 ・縮 減す る こ と

は で きない。 ま さに財 政調 整制度 の意 義 、地 方交付 税 制度 の存 立根拠 を再確認 して い く必要 が あ

る。

以 上 の よ うに、市 町村合 併 と地方制 度再 編 、そ して 地方財政 改革 をめ ぐる動 き を概 観 し、若 干

の論 点 を整 理 して きた。 地方分権 改革=三 位 一体 の改 革の も とで、税源 移譲 な き地方財 政 の縮 小

再編 が進行 してい る。 と りわ け地 方交 付税 の縮 減 が、段 階補正や財 源保 障機能 の見直 しを軸 に実

施 されつ つ あ る。 それ は小 規模 自治体=町 村 を 「解 体 」す る動 き と連動 してお り、 中山 間地域 の

多 くはま さに存 亡 の危機 にあ る とい え る。 これ は 「構 造 改革」 の柱 で あ る都市 再 生の動 き と深 く

関わ って お り、21世 紀 の 国土 ・地域 政 策 のあ り方 を問 うもので あ る。

注

1)こ こにきて 「構造改革」に対 して批判的な論調 も目立つようにな り、改革に対する熱気 もしだいに冷

めて くる。代表的な批判 として、山家悠紀夫 『「構造改革」 とい う幻想』岩波書店 、2001年 がある。

ここでは 「構造改革」の本質はサプライサイ ド強化論であ り、「規制を緩和すべ し、市場原理の徹底

を図るベ し」 「弱者を淘汰すべ し、強者 を支援すべ し」を柱としているとする。

2)今 回の 「分権改革」のなかで新たに誕生 した都市制度に、中核市と特例市がある。中核市は人口30万

人以上、面積100?以 上を条件 として、関係市か らの 申し出にもとづき政令によ り指定 され る。 中核

市に指定されると、指定都市に準 じて保健衛生、福祉、都市計画などの事務が府県から移譲 される。

特例市は人口20万 人以上の市が対象 とな り、建築行為や開発行為の許可などの事務が移譲 される。 こ

れにより都市制度は、指定都市 ・中核市 ・特例市とい う 「特例」によって設置 される市と、その他の

市 とに区分される。

3)西 尾勝 『未完の分権改革』岩波書店、1999年 、14～15ぺ 一ジ。

4)同 上、21ペ ーージ。

5)経 済同友会は10月 にも 「自ら考 え、行動す る地域づ くりを目指 して」 と題する提言を発表 した。行政

体制の再編成 としては、基礎的 自治体の強化 と道州制への指向をめざす とする。人口10万 人以上を基

礎的自治体としての 「標準的な市」 と位置づけて、合併推進の重点目標 とするとともに、その権限 ・

財源を政令市並みに強化する。 「市」の人口規模については、歳出効率化の観点か らは、30万 人程度

が最も効率的であり、大都市部や 中核的な都市を有す る地域では30万 人以上への合併を推進すべきで

ある。財政制度については、財源保障の最小化、自立 ・調整型財政制度の確立をめざすとす る。その

ために地方交付税制度の廃止を提案 している。 こうした提案は、地方制度や地方財政改革の動向に大

きな影響をお よぼ してお り、経済団体のなかでも経済同友会の動向を注 目してい く必要がある。

6)『 日本経済新聞』2002年10月7目 付。 こ うした 自民党や政府のや り方に対 して、新聞の社説 も批判的

である。『日本経済新問』11月4日 付の社説では、これまでの合併促進策はアメの大盤振る舞いだっ

たが、 これはムチであり、強制合併に近い。市町村合併に強圧的に臨むのでは、国 ・地方を対等 ・協

力の関係に した地方分権一括法の精神に も反す ると批判する。『朝 日新聞』11月22日 付の社説 も、「合

併か権限はく奪か」の二者択一 を迫るや り方はいただけない。 自主財源の見直 しも示 さないまま市町



村に合併 を急がせ、政府の仕事を移譲 しようい うのでは、結局、財政危機のツケを地方に押 しつける

ことになるとする。

7)西 尾勝 『これか らの行政活動 と財政/第2次 分権改革の焦点』公人の友社、2002年 、89ぺ 一ジ。

8)11月12日 に全国町村会、11月21日 に全国町村議長会の意 見が出 された。前者の意見の最後に、「『私

案』は財政効率、経済効率、規模の論理を優先 させることで貫かれてお り、地方自治 ・地方分権の理

念に照 らしても問題があるばか りでなく、総 じていえば.人 口規模の少ない町村 を切 り捨てるとい う

横暴極ま りない論旨であり1絶 対容認 できない」と厳 しく批判 している。また、地方分権推進委員会

の専門委員をつとめた大森彌 も、「『骨太方針』 の呪縛か ら解 き放たれ よ」 という論文のなかで、「分

権改革 のどんな大義名分をもって しても、全国を一定規模の 『市』(基 礎的 自治体)で 統一 しようと

す る発想は、地方自治の構想 論としても容認できない。」 とする。(全 国町村会 『町村週報』2419号)

9)室 井力編 『現代 自治体再編論』 日本評論社、2002年 、239ぺ 一ジ。

10)同 上、253～254ぺ ージ。

11)こ の意見に対 して、地方6団 体会長 は次のよ うな談話 を発表 している。 「今回の意見においては、地

方分権改革の更なる推進 とい う見地か ら、国 と地方の役割分担に応 じた事務事業の在 り方について、

『地方にできることは地方に委ねる』 との原則 に基づき、公共事業関係をは じめ内政の主要5分 野に

ついての見直 し方針と具体的措置の提言が示 されているものの、国庫補助負担金の廃止縮減に関して、

地方6団 体が従前から要望 してきた、税源移譲 を含む税源配分の在 り方の検討 を同時に行 う視点が取

り入れ られていないことは、誠に残念である。特に、負担対象経費の見直 しを始め義務教育費国庫負

担制度の見直 しは、国家公務員の制度に準拠す ることとされ、歳出削減不可能な重要な義務的経費に

係 るものである。 また、地方財政に与える影響 も甚大であるにもかかわらず、どのよ うに地方の自主

性 が向上す るのか明示 されず、税源移譲による財源措置 も明確に示されず、到底受け容れることはで

きない。」(『自治 日報』3140号)な お、地方分権改革推進会議の西室泰三議長 は10月31日 の経済財政

諮問会議で税源移譲について次の ように述べている。 「税源移譲 も書 くべきとい う意見が、委員に強

くあったが、結局書き込んでない。 これは、三位一体の議論の中で処理すべ きで、経済財政諮問会議

での今後の議論の障 りになるおそれ もあると考 え、入れていない。」

12)神 野直彦 「分権型財政調整論」『地方財政』2001年8月 号、7ぺ 一ジ。

13)『読売新聞』2002年12月29日 付。


